
 第１ 国民健康保険制度の改正関係 

１  歳入に関する事項 

都道府県及び市町村における令和２年度国民健康保険特別会計 

予算編成に当たっての留意事項について 

 

 

国民健康保険事業の適正かつ安定的な運営を図るため、都道府県における国民

健康保険特別会計（以下「国保特会」という。）予算編成に当たっての留意事項を作成

したので次の事項に留意のうえ、適切な額を計上し、編成されたい。 

また、都道府県におかれては、市町村（特別区及び国民健康保険の広域連合を含

む。以下同じ。）における予算編成の留意事項について周知のうえ、適切な額を計上

し、編成されるよう貴管内の市町村に対し、助言をお願いする。 

予算編成に当たり、診療費の推計等については、第 1-1 表～第 10 表の各種推計

表を参照されたい。また、推計に用いる係数については、別紙１、別紙２の各種諸係

数及び「令和２年度の国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率の算定に用い

る係数について（通知）」（令和元年 12 月 23 日付け保国発 1223 第１号厚生労働省

保険局国民健康保険課長通知。以下「確定係数通知」という。）により示された数値（

以下「諸係数等」という。）を活用されたい。 

なお、調整交付金など実際の交付額は予算見込額と異なることにも留意されたい。 

 

第１ 国民健康保険制度の改正関係  

  

国民健康保険制度については、次のような改正等が検討されているので、予算編

成等に適切に対処されるようご承知いただきたい。 

 

１  国民健康保険料(税)の基礎賦課(課税)額に係る賦課(課税)限度額については、

現行の 61 万円から 63 万円に 2 万円引き上げ、後期高齢者支援金等賦課(課税)額

に係る賦課(課税)限度額については、現行の 19 万円で据え置き、介護納付金賦課

（課税）額に係る賦課（課税）限度額は現行の 16 万円から 17 万円に 1 万円引き上

げる。 

２  国民健康保険料（税）の軽減措置について、５割軽減の対象となる世帯の軽減判

定所得の算定において、被保険者数及び特定同一世帯所属者数に乗ずる金額を

現行の 28 万円から 28.5 万円とすることとし、２割軽減の対象となる世帯の軽減判定

所得の算定において、被保険者数及び特定同一世帯所属者数に乗ずる金額を現

行の 51 万円から 52 万円とする（令和２年 4 月 1 日から実施）。 

 

３  令和３年１月１日施行の個人所得課税の見直し（給与所得控除や公的年金等控

除から基礎控除へ 10 万円の振替等）に伴い、国民健康保険料（税）及び保険給付

別 紙 
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の負担水準に関して意図せざる影響や不利益が生じないよう、下記の改正を予定

していることから、当該改正に向けたシステム改修等について必要な額を計上され

たい。 

（１） 高額療養費算定基準額について、個人所得課税の見直しに伴い、給与所得者

は、当人の担税力に変化がない場合でも、当該見直し後において低所得Ⅰに該当

しにくくなる。その影響を遮断するため、給与所得者の場合は低所得Ⅰに係る判定

の際に、給与所得の金額から 10 万円を控除する。 

（２） 一定の給与や年金所得がある者等が２人以上いる世帯は、当該見直し後にお

いては国民健康保険料（税）の軽減措置に該当しにくくなる。その影響を遮断する

ため、国民健康保険料（税）の軽減の対象となる所得の基準等について、軽減判定

所得の算定において基礎控除額相当分の基準額を現行の 33 万円を 43 万円に引

き上げるとともに、被保険者のうち一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける

者の数の合計数から１を減じた数に 10 万円を乗じて得た金額を加える。 

（３） その他個人所得課税の見直しに伴う所要の改正 

 

 

第２ 都道府県における国民健康保険特別会計予算編成の留意事項 

 

１  歳入に関する事項 

（１）   分担金及び負担金  

ア 国民健康保険事業費納付金  

国民健康保険法（以下「法」という。）第 75 条の７に基づき都道府県内の各市

町村から納付を受ける国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）に

ついては、医療分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分それぞれの区分ご

とに計上されたい。 

その際、高額医療費及び特別高額医療共同事業による公費支援分は各市

町村の高額医療費及び特別高額医療費の発生状況に応じた金額を減算する

こととしている。 

 

イ 財政安定化基金負担金  

平成 30 年度において市町村における保険料の収納不足に対して財政安定

化基金からの交付を行った場合には、その補填分として国・都道府県・市町村

が１／３ずつ負担する。市町村分として交付額の１／３に相当する額を計上され

たい。 

 

（２） 国庫支出金  
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ア 国庫負担金 

（ア）  療養給付費等負担金  

法第 70 条に基づき都道府県内における一般被保険者に係る医療給付費

の額から保険基盤安定繰入金（保険者支援分を含む。以下同じ。）の１／２に

相当する額を控除した額、並びに後期高齢者支援金及び病床転換支援金の

額（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金相当額及び病床転換支援金

相当額を除く。）、並びに前期高齢者納付金の額（退職被保険者等に係る前

期高齢者納付金相当額を除く。）、並びに介護納付金の額の合算額（前期高

齢者交付金及び退職被保険者等に係る前期高齢者交付金相当額がある場

合はその額を控除した額。）の 32%に相当する額を計上されたい。 

なお、地方単独事業として現物給付により一部負担金の割合を減じる措置

を実施している市町村にあっては、それらの措置の実施対象被保険者に係る

療養の給付費を他の被保険者に係るものと区分して把握し、これに次の区分

による調整率を乗じて、当該療養の給付費に係る国庫負担金を算出すること。 

 

（イ）  高額医療費負担金  

法第 70 条第３項に基づき、国が負担する高額医療費負担金については、

確定係数通知で示した国の負担額を踏まえて、令和２年度に見込まれる 80

万円超の高額な医療費（前期調整後）の 59／100 の１／４に相当する額を計

上されたい。 

なお、実際に国が負担する高額医療費負担金は、平成 30 年度分から都
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6 歳～69 歳 

(７割給付) 1.0000 0.9931 0.9794 0.9441 0.9153 0.8790 0.8427 

70 歳以上 

(７割給付) 1.0000 0.9930 0.9717 0.9501 0.9209 0.8915 0.8548 

70 歳以上 

(８割給付) － － 1.0000 0.9779 0.9480 0.9180 0.8804 

70 歳以上 

(９割給付) － － － － 1.0000 0.9687 0.9295 
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道府県が国に対し、毎年度２月頃に交付申請することとしているが、そのため

に必要なデータは、納付金の算定に活用する高額医療費情報を前倒しで毎

年度１月頃（令和２年度は令和３年１月頃）に提供することとして調整してい

る。詳細は、都道府県と国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」とい

う。）で調整されたい。 

 

（ウ）  特別高額医療共同事業費負担金  

令和２年度の特別高額医療費共同事業費負担金については、諸係数等を

参考に適正な額を計上されたい。 

 

（エ）  特定健康診査等負担金  

特定健康診査等負担金については、諸係数等に基づき、特定健康診査と

特定保健指導の実施に要する費用として各市町村が国の示した単価等に基

づき推計した額の総額の１／３に相当する額を計上されたい。 

 

（オ）  財政安定化基金負担金  

平成 30 年度において市町村における保険料の収納不足に対して財政安

定化基金からの交付を行った場合、国の補填分として交付額の１／３に相当

する額を計上されたい。 

 

イ  国庫補助金 

（ア）  普通調整交付金  

法第 72 条に基づき、国の交付する調整交付金のうち普通調整交付金につ

いては、諸係数等を参考に適正な額を計上されたい。 

係数は医療給付費、後期高齢者支援金及び介護納付金のうち国保被保

険者の保険料により賄うべき額である調整対象需要額（前期高齢者交付金及

び退職被保険者等に係る前期高齢者交付金相当額がある場合はその額を控

除した額。）、医療費水準、所得水準に応じた理論上の保険料収入である調

整対象収入額を標準として、次の点に留意し算出している。 

 

① 地方単独事業として一部負担金の割合を減じる措置を実施している市町

村にあっては、療養給付費等負担金と同様、普通調整交付金の算定に当

たり調整対象需要額の調整が行われるものである。 

ただし、未就学児までを対象とする医療費助成については、減額調整措

置を行わない。 

 



 第２ 都道府県における国民健康保険特別会計予算編成の留意事項 

１  歳入に関する事項 

② 調整対象収入額の算定に当たっての減額後の基準総所得金額の算出

においては、保険料（税）の賦課（課税）限度額が、基礎賦課分は 63 万円、

後期高齢者支援金分は 19 万円、介護納付金分は 17 万円であることに留

意されたい。 

 

③ 調整対象収入額の算定に当たっての基準総所得金額の算出における租

税特別措置法に規定する特別控除額以下の譲渡所得金額の控除につい

ては、保険料（税）の算定の際に行われるものであるので、改めて控除する

必要がない。 

 

（イ）  特別調整交付金  

① 法第 72 条に基づき国が交付する調整交付金のうち、特別調整交付金に

ついては、後述する第３の１（３）ア（イ）②ア）に記載のとおり、保険料の算定

に関わるものについて、都道府県内市町村の事業の実施状況等を勘案し

て適正な額を計上されたい。 

また、都道府県内で国民健康保険直営診療施設の施設・設備整備を計

画している市町村がある場合は、従来の補助対象相当額を見込んだ額を計

上されたい。 

「経営努力分」については、保険者努力支援制度の導入に伴い発展的

に解消し、必要な経過措置を講じるものとしており、諸係数等を参考に適正

な額を計上されたい。 

市町村向けの国民健康保険保険者努力支援制度については、諸係数（

交付見込み額から後述する（エ）の保険者努力支援交付金（市町村向け）の

額を差し引いた残りの額）を参考に特別調整交付金として適正な額を計上さ

れたい。 

 

② 市町村事務処理標準システムの導入に係る財政支援  

市町村事務処理標準システムを導入する市町村については、後述する

第３の１（３）ア（イ）②イ）に記載のとおり、保険料の算定に関わらないものに

ついて、財政支援を予定しているため、市町村における所要見込額を確認

したうえで、適正な額を計上されたい。 

 

③ その他の事務費等の一般財源分に係る財政支援 

その他、市町村における事務費等の一般財源を充当している交付基準

のうち、令和２年度以降も継続が予定されているものについては、後述する

第３の１（３）ア（イ）②イ）に記載のとおり、保険料の算定に関わらないものに
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ついて、市町村における所要見込額を確認したうえで、適正な額を計上さ

れたい。 

 

（ウ）  特例調整交付金  

激変緩和として措置される暫定措置（200 億円）は、特例調整交付金として

被保険者数に応じて按分した額を交付する予定であり、諸係数等を参考に適

切な額を計上されたい。 

 

（エ）  国民健康保険保険者努力支援交付金  

都道府県内市町村の事業の実施状況等を勘案して、都道府県分（指標①

市町村指標の都道府県単位評価、指標②都道府県の医療費水準に関する

評価、指標③都道府県の取組状況の評価）、市町村分（保険者共通の指標、

国保固有の指標）の交付見込みに基づき算定した額について、諸係数等を参

考に適正な額を計上されたい。なお、都道府県分については、交付見込み額

の全額を国民健康保険保険者努力支援交付金として国の予算を措置したの

で、財政安定化基金特例事業（財政基盤強化分）として積み立てた額は令和

３年度から令和５年度までの間で取り崩すこととする。 

また、市町村分については、交付見込み額に 0.82326303 を乗じて得た相

当額（千円未満切り捨て）を国民健康保険保険者努力支援交付金として措置

し、残りの額を特別調整交付金として措置するので、それぞれ適正な額を計上

されたい。 

 

（オ）  国民健康保険制度関係業務事業費補助金  

第２の２(１)ア（イ）の委託費について、都道府県が市町村事務処理標準シ

ステムのクラウド化（後述する第３の１（３）ア（イ）②イ）に記載のＤＢサーバも仮

想化したクラウド構成に限る。）を推進する事業推進主体となり、事業計画の策

定等をはじめとする事業運営について国保連合会等の事業運営主体に委託

し、市町村事務処理標準システムの導入推進とクラウド化の両方を進める場合

には、予算の範囲内で委託費（体制構築に係る人件費、説明会の会場費等。

クラウド運用に係るランニングコストは除く。）の最大２分の１の財政支援を予定

しているため、適切な額を計上されたい。 

 

（３） 療養給付費等交付金  

療養給付費等交付金の額については、都道府県内各市町村における退職被保

険者等に係る医療給付費の見込額と退職被保険者等に係る後期高齢者支援金相

当額、病床転換支援金相当額及び前期高齢者の財政調整制度における調整対
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象基準額相当額の合算額から、退職被保険者等に係る保険料（税）の見込額（介

護納付金の納付に要する費用に相当する額の見込額を除く。）を控除した額の合

計額を計上されたい。ただし、合計額がマイナスとなった場合は、当該年度の交付

がない（翌年 9 月目途に精算）ことに留意の上、極力補正予算の必要が生じないよ

う繰越金と償還金のそれぞれについて適正な額を計上されたい。なお、退職被保

険者等に係る保険料（税）の見込額（介護納付金の納付に要する費用に相当する

額の見込額を除く。）は、市町村標準保険料率に基づき、市町村が算定した額の積

算を基本とする。 

 

（４） 前期高齢者交付金  

令和２年度の前期高齢者交付金の概算交付額及び平成 30 年度の精算額につ

いては、諸係数等を参考に適正な額を計上されたい。 

                          

（５） 共同事業交付金  

    特別高額医療共同事業交付金については、諸係数等を参考に計上されたい。 

 

（６） 財産収入  

都道府県が設置する財政安定化基金を運用したことによって得た預金利子収

入について計上されたい。なお、当初予算においては科目存置としても差し支え

ない。 

 

（７） 寄附金  

寄附金収入があると見込まれる場合は、その見込まれる額について適正に計上

されたい。 

 

（８） 繰入金 

ア 一般会計繰入金 

 (ア)  都道府県繰入金  

法第 72 条の２第１項に基づき、一般会計からの繰入金については、算定

対象額の 9／100 相当額を計上されたい。 

 

○ 都道府県繰入金の算定基礎となる保険給付費、後期高齢者支援金及び

病床転換支援金、前期高齢者納付金並びに介護納付金については、第

２の２（２）から（６）までの例に準じて計上されたい。 

 

○ 都道府県繰入金の総額は、一般被保険者に係る医療給付費の額から保
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険基盤安定繰入金の１／２に相当する額を控除した額、後期高齢者支援

金及び病床転換支援金の額（退職被保険者等に係る後期高齢者支援

金相当額及び病床転換支援金相当額を除く。）、前期高齢者納付金の

額（退職被保険者等に係る前期高齢者納付金相当額を除く。）及び介護

納付金の額の合算額（前期高齢者交付金及び退職被保険者等に係る前

期高齢者交付金相当額がある場合はその額を控除した額。）の見込額の

９／100 となることに留意されたい。 

 

（イ）  高額医療費負担金繰入金  

法第 72 条の２第２項に基づき、一般会計からの繰入金として、高額医療費

負担金繰入金については、令和２年度に見込まれる 80 万円超の高額な医

療費（前期調整後）の 59／100 の１／４に相当する額を計上されたい。 

※ 第２の 1（２）ア（イ）の額と同額を基本とする。 

 

（ウ）  特定健康診査等負担金繰入金  

法第 72 条の５に基づき、一般会計からの繰入金として、特定健康診査等

に係る都道府県負担金については、各市町村が国の示した単価等に基づき

推計した費用の総額の１／３に相当する額を計上されたい。 

  

（エ）  職員給与費等繰入金  

人件費等について国保特会で経理する場合は、当該経費相当分を一般

会計からの繰入金として計上されたい。 

 

（オ）  財政安定化基金支出金繰入金  

財政安定化基金の積立金について、一般会計からの繰入金として計上さ

れたい。（市町村からの拠出金が発生する令和２年度以降） 

 

イ 財政安定化基金繰入金  

   （ア） 財政安定化基金（本体基金）繰入金 

国民健康保険の財政の安定化のために、予期せぬ給付増や保険料収納不

足により財源不足となった場合に備えて、一般財源からの財政補填等を行う必

要が無いように都道府県に財政安定化基金（積立総額 2，000 億円）を設置し、

平成 30 年度から都道府県による取崩及び市町村に対し貸付・交付を行う体制

を確保した。当該貸付・交付業務を行う際の基金の積立及び処分については、

特別会計の歳入・歳出予算を経由して行うことを想定していることから、財政安

定化基金繰入金として、以下に掲げる額を計上されたい。 
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① 都道府県取崩分 

給付費見込み誤りや一人当たり医療費の伸び等により、都道府県全体で

給付増が生じた場合、取崩し分として必要な額を計上されたい。ただし、当

初予算で見込むことはできないため、適宜補正予算で対応されたい。 

なお、取り崩した額については、翌々年度以降納付金に含めて徴収を行う

が、実績として支払った額が計上した額を下回った場合には、積立金として

繰り越されることとなる。 

 

② 市町村交付分 

市町村において収納不足が生じた場合に財政安定化基金からの交付金

額が発生する場合があるが、特別な事情により事前に金額を見込むことは出

来ない。よって、必要に応じて補正予算で対応されたい。 

 

③ 市町村貸付分 

市町村において収納不足が生じた場合の財政安定化基金からの貸付金

額が発生するが、事前に金額を見込むことは出来ない。よって、必要に応じ

て補正予算で対応されたい。 

 

（イ） 特例基金繰入金 

特例基金繰入金として保険料の激変緩和による経過措置を行うのに必要な

額について計上されたい。（平成 30 年度から令和５年度までの間） 

また、令和２年度においては、財政安定化基金特例基金（財政基盤強化 

分）からの取り崩しは行わないこととする。 

なお、国民健康保険事業費納付金の剰余金が生じた場合には、繰越金とし

て措置するもの以外は、財政安定化基金、特例基金、都道府県が独自に設立

する基金（条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を取得し、又は

資金を積み立てるための基金）のいずれかに積み立てることとなることに留意さ

れたい。 

 

（９） 繰越金  

国保特会の決算上で剰余金が生じた場合、地方自治法第 233 条の２の規定に

基づき、繰越金として翌年度の歳入として計上すること。ただし、条例の定めるとこ

ろにより又は議会の議決により、剰余金の全部又は一部を翌年度に繰り越さず基

金に編入することも可能であるため、当該処分を行うものについては繰越金として

計上を行う必要はない。 
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なお、繰越金の多くが前期高齢者交付金や療養給付費負担金等の精算財源と

なる可能性があることに留意されたい。 

 

（１０） 諸収入  

    ア  財政安定化基金貸付金返還金  

市町村に収納不足が発生した際、都道府県が当該市町村に対して行う貸付

金は、貸付を行った翌々年度以降に市町村から返還されることになる。このよ

うに、市町村から貸付金の返還が生じる場合は、当初予算で必要額を計上さ

れたい。（令和２年度以降） 

 

イ  受託事業収入 

市町村から不正利得の回収事務の委託を受ける場合は、都道府県と市町

村とで調整した上で、必要に応じ委託に要する額を計上されたい。ただし、不

正利得事案は突発的に発生することから、事前に予算計上することが困難な

場合は、必要に応じて補正予算で対応されたい。 

 

ウ  保険給付費等交付金返還金  

     第２の２（２）ア保険給付費等交付金（普通交付金）は、概算払・確定払のい

ずれにおいても市町村が（国保連合会経由で）保険医療機関等に支払う額が

不足しないよう支払う必要があるため、概算払とする場合には、年度末までに

市町村は都道府県に対し実績報告を行い、都道府県は精算を行う必要があ

る。その上で、２月診療分に係る審査後の支払額が交付額を下回る場合に 

は、翌年度に市町村から交付金の余剰分を返還することとなるため、当該額

について計上されたい。 
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２ 歳出に関する事項 

（１）総務費  

ア 一般管理費  

（ア）人件費 

特別会計は、一般会計とは別個に措置される独立した経理上の組織体で

あるため、人件費を国保特会で経理する場合には、国民健康保険に従事する

職員のうち他の事務を兼ねている職員について、国民健康保険事務に従事し

た日数等を的確に把握し、日数割合等により算出することによって、国保特会

に計上されたい。 

 

（イ） 委託費 

① 納付金算定委託、納付金算定システムの管理運用に係る委託費 

都道府県が、納付金算定事務やシステムの管理運用について国保連合

会等に委託する場合には、その所要見込額を算出したうえで、委託に要す

る適切な額を計上されたい。 

 

② 市町村事務処理標準システム等のクラウド化推進体制の構築に係る委       

託費 

都道府県が市町村事務処理標準システムや市町村事務処理標準システ

ム以外の国民健康保険事務処理システムのクラウド化を推進する事業の推

進主体となり、事業計画の策定等をはじめとする事業運営について国保連

合会等の事業運営主体に委託する場合には、事業運営主体における所要

見込額を確認したうえで、委託に要する適切な額を計上されたい。  

 

③ 高額医療費負担金の算出に関する事務に係る委託費 

高額医療費負担金の算定基礎となる該当医療費実績の情報提供に係る

手数料負担の有無とその金額については、都道府県と国保連合会とで調

整した上で、委託に要する適切な額を計上されたい。 

なお、高額医療費負担金の算定を行うため、平成 30 年度に配布した算

定ツールについて、その運用を国保連合会等へ委託する場合は、都道府

県と国保連合会とで調整した上で、委託に要する額を計上されたい。 

 

④ 特別高額医療費共同事業の事務に係る委託費 

都道府県が行う特別高額医療費共同事業に係る事務の執行を国保連合

会に委託する場合には、その所要見込額について都道府県と国保連合会

とで調整し、委託に要する適切な額を計上されたい。 
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イ 国民健康保険団体連合会負担金  

     都道府県においては、国保連合会規約に基づき負担金を納付する義務を負

う。当該負担金の額については、国保連合会と協議した上で、必要な額を計上

されたい。 

 

ウ 運営協議会費（都道府県・市町村連携会議経費含む）  

都道府県国民健康保険運営協議会に係る費用を計上されたい。 

また、今後も安定的な財政運営や市町村が担う事務の標準化・効率化・広域

化に向けた議論を市町村と行うため、議論の場として連携会議を開催する場合

には、当該会議に要する費用を計上されたい。 

 

 （２）保険給付費等交付金 

ア 普通交付金  

普通交付金の対象費用については、都道府県の条例の定めるところにより、

療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療

養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算

療養費（以下「医療給付費」という。）の給付に要する額、その他国民健康保険の

事業に要する費用の合算額とする。算定に当たっては、これらの都道府県内の

過去の医療費動向実績や被保険者数の動向等を踏まえるとともに、さらに最近

における医療費の動向や特殊事情の有無等も考慮したうえで、適正な額を計上

されたい。 

一般被保険者にかかる医療給付費の推計については、推計された被保険者

一人当たり診療費に所得係数の算出用に推計された被保険者数及び給付率を

乗じて推計する方法が考えられる。 

また、令和２年度以降、退職被保険者等が著しく減少することが見込まれるが、

退職被保険者等が０人と推計される場合であっても医療機関からの請求遅延分

等があることを想定し、退職被保険者等にかかる普通交付金についても、適正な

額を計上されたい。 

診療費等の推計については確定係数通知を参照されたい。 

 

イ 特別交付金 

特別交付金については、次の４つの経費に応じ見積もり額を算出されたい。 

① 国・特別調整交付金 

国の特別調整交付金のうち市町村のために交付される部分については、後

述する第３の１（３）ア (イ）②ア)に記載のとおり、保険料の算定に関わるものに
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ついて、確定係数通知で示す交付事由の分類を参考に、都道府県内市町村

の事業の実施状況等を勘案して適正な額を計上されたい。 

このほか、市町村事務処理標準システムを導入する市町村については、後

述する第３の１（３）ア（イ）②イ）に記載のとおり、財政支援を予定しているため、

保険料の算定に関わらないものとして、市町村における所要見込額を確認した

うえで、適正な額を計上されたい。 

 

② 都道府県繰入金 

都道府県繰入金を活用した特別交付金については、都道府県の定める交

付要綱等に基づき、各市町村の交付見込額を推計し、計上されたい。 

 

③ 国民健康保険保険者努力支援交付金（市町村分） 

国民健康保険保険者努力支援交付金（市町村分）については、諸係数等を

参考に適正な額を計上されたい。 

   

④ 特定健康診査等負担金  

特定健康診査等負担金（特定健康診査と特定保健指導の実施に要する費

用として各市町村が国の示した単価等に基づき推計した額の総額の３分の２相

当分）については、市町村係数通知に基づき、特定健康診査と特定保健指導

の実施に要する費用として各市町村が推計した総額を計上されたい。 

 

（３）後期高齢者支援金等  

都道府県が支払基金に納付する、後期高齢者支援金等の積算に当たっては、

諸係数等を参考に計上されたい。 

 

（４）前期高齢者納付金等  

都道府県が支払基金に納付する、前期高齢者納付金等の積算に当たっては、

諸係数等を参考に計上されたい。 

 

（５）介護納付金  

都道府県が支払基金に納付する、介護納付金の積算に当たっては、令和２年

１月に厚生労働省老健局介護保険計画課から送付される事務連絡「令和２年度

介護給付費・地域支援事業支援納付金について」により示される諸係数等を参

考に計上されたい。 

 

（６）病床転換支援金等  
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都道府県が支払基金に納付する、病床転換支援金等の積算に当たっては、

諸係数等を参考に計上されたい。 

 

（７）共同事業拠出金  

特別高額医療共同事業に係る事業費拠出金及び事務費拠出金については、

諸係数等を参考に計上されたい。 

なお、都道府県が国民健康保険中央会に支払う事務費拠出金は保険料の算

定基礎に含まれること。 

 

（８）財政安定化基金支出金  

国民健康保険財政の基盤を安定・強化する観点から、保険者の規模等に応じ

て、都道府県に財政安定化基金が積み立てられている。市町村において保険料

の収納不足が生じた場合に備えて貸付・交付が可能となるよう、財政安定化基金

からの繰入及び必要な支出金額を計上されたい。なお、当初予算編成上は科目

存置としても差し支えない。 

また、特例基金を活用して、保険料の激変緩和を行うのに必要な額について

は、都道府県繰入金の活用額を上限に計上されたい。 

 

（９）保健事業費  

都道府県が保健事業を実施する場合は、必要に応じて適切な額を計上された

い。都道府県における保健事業については、市町村の保健事業が円滑に進むよ

うな基盤整備（都道府県レベルの連携体制構築、市町村の保健事業の効率化に

向けたインフラ整備等）、市町村の現状把握・分析（ＫＤＢを活用した市町村の

データ分析等）、都道府県が直接実施する保健事業（保健所を活用した取組等）

等を積極的に取り組むとともに、必要に応じて適切な額を計上されたい。 

なお、都道府県が行う保健事業に保険料を充てる場合には、都道府県と市町

村の協議によることをお願いしている。都 

 

（10）基金積立金   

都道府県は、必要に応じて以下に掲げる額の総額を都道府県及び市町村に

貸付・交付を行う本体基金に計上されたい。 

① 市町村から徴収する財政安定化拠出金の総額の３倍に相当する額（令和２年

度以降に発生） 

②市町村からの貸付金返還額（令和２年度以降に発生） 

③国から財政安定化基金積立のために補助される財政安定化基金補助金の額 

④財政安定化基金を運用したことにより生じる運用収益の額 
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 なお、令和元年度の決算において国民健康保険事業費納付金等の剰余金が

生じた場合は、翌年度繰越金とするほか、財政安定化基金（特例基金）に積み立

てる場合には、その額について計上されたい。 

また、保険料を財源として、本体基金又は特例基金を積み増す場合には、その

額について計上されたい。 

 

(11)公債費  

  都道府県は、金融機関等から一時借り入れを行う場合は、当該借り入れに係

る利子について予算計上すること。 

 

（12）諸支出金 

    ア 療養給付費等負担金償還金・療養給付費等交付金償還金  

   療養給付費等負担金償還金及び療養給付費等交付金償還金は、交付を受

けた翌年度に精算を行う必要があることから、精算により償還が生じる場合は、

必要額を計上されたい。 

  

    イ 特定健康診査等負担金償還金  

   特定健康診査等負担金償還金は、交付を受けた翌年度に精算を行う必要が

あることから、精算により償還が生じる場合は、必要額を計上されたい。 

 

（13）繰出金  

都道府県が一般会計で国保被保険者に係る保健事業等を実施する場合、国保

被保険者に係る分に限り国保特会から一般会計に資金の繰り出しを行うことも可

能である。なお、都道府県が行う保健事業に保険料を充てる場合には、市町村と

の協議を経ることを基本としている。 

 

（14）予備費  

財政安定化基金が設置されていることに鑑み、基本的に予備費の計上は不要

と考えられるが、予備費を設ける場合には、必要最小限の額を計上されたい。 
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第３ 市町村における国民健康保険特別会計事業勘定の予算編成の留意事項 

 

１ 歳入に関する事項 

（１）国民健康保険料（税）  

保険料（税）については、都道府県国民健康保険運営方針で定めた標準保険

料及び後述の予定収納率を参考に設定することとなるが、以下の事項を基準として

計上されたい。 

          

ア 一般被保険者国民健康保険料（税） 

（ア）基礎賦課分 

都道府県が示す医療分に係る国民健康保険事業費納付金の額に加え、

保健事業に要する額及び保険料（税）又は一部負担金の減免の額の総額等

の納付金の算定基礎に含まれない額に係る保険料収納必要額については、

市町村が独自に上乗せする必要がある。また、赤字削減解消計画に基づく削

減分についても保険料（税）に上乗せされることに留意されたい。 

 

    （イ）後期高齢者支援金等分 

都道府県が示す後期高齢者支援金等分に係る国民健康保険事業費納付

金の額に加え、保険料（税）の後期高齢者支援金分の減免の額の総額等の納

付金の算定基礎に含まれない額に係る保険料収納必要額については、市町

村が独自に上乗せする必要がある。 

 

（ウ）介護納付金分 

都道府県が示す介護納付金分に係る国民健康保険事業費納付金の額に

加え、保険料（税）の介護納付金分の減免の額の総額等の納付金の算定基

礎に含まれない額に係る保険料収納必要額については、市町村が独自に上

乗せする必要がある。 

 

(エ)予定収納率 

保険料（税）の賦課（課税）総額とは、ア、イ及びウにおいて基準とした額の

合計額を、予定収納率で除して得た額であるが、この予定収納率の設定に当  

たっては、都道府県が定める市町村規模別の標準的な収納率及び過去の収

納状況等を十分に勘案したうえで、実行可能な予定収納率を設定されたい。 

都道府県が示す市町村標準保険料率には、都道府県が定める標準的な収

納率が反映されている。市町村が独自に、都道府県が定める標準的な収納率

より高い収納率を見込む場合には、保険料率を低く設定することが可能である
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が、低い収納率を見込む場合には、保険料率を高く設定する必要がある。 

 

イ 退職被保険者等国民健康保険料（税） 

退職被保険者等国民健康保険料（税）については、都道府県が示す退職被

保険者等分の納付金と同額を予算計上されたい。 

なお、退職被保険者等に係る基礎賦課分及び後期高齢者支援金等分の保

険基盤安定繰入金については、国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する

政令（昭和 34 年３月 24 日政令第 41 号）附則第３条第１項第３号により、療養給

付費等交付金で賄われる。また、退職被保険者等に係る介護納付金分の保険

基盤安定繰入金についても、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令（

平成 20 年３月 31 日厚生労働省令第 77 号）附則第 15 条の規定によりなお効

力を有するものとされた旧国民健康保険法による被用者保険等保険者拠出金等

の算定等に関する省令（昭和 59 年９月 28 日厚生省令第 55 号）第１条の４によ

り、療養給付費等交付金で賄われる。 

 

（２）国庫支出金  

ア 災害臨時特例補助金  

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所事故に関して、避難指

示区域等の住居に居住する国民健康保険の被保険者に対する保険料（税）及び

一部負担金の免除措置等を予定している市町村にあっては、過去の実績等を踏

まえて、適正な額を計上されたい。ただし、免除措置等に対する財政支援につい

ては、令和２年度政府予算案の可決・成立が前提となり、具体的な財政支援の内

容は、別途通知する予定である。また、財政支援額の一部については、保険給付

費等交付金（特別交付金）で措置する費用があることに留意されたい。 

 

イ 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 

○ オンライン資格確認等業務関係 

令和２年度から、医療機関及び薬局において、医療保険の加入者（患者）

がマイナンバーカード又は被保険者証を提示することにより、当該加入者に

係る被保険者資格の有無を確認する仕組み（オンライン資格確認）を導入す

る予定である。この仕組みの導入にあたっては、世帯単位の被保険者証記

号・番号に個人識別番号（２桁）を追加して個人単位の被保険者番号を付番

し、被保険者証に印刷することとなるため、市町村における保険者システムの

改修が必要となる。ついては、前年度と同様に国の予算の範囲内において

財政支援を予定しているため、システム改修経費を計上されたいこと。 

また、市町村事務処理標準システムを導入している市町村においては、国
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民健康保険中央会にてシステム改修対応を行うため、改修経費は発生しない

が、資格マスタの初期セットアップに係る一連の作業が見込まれることから、国

の予算の範囲内において財政支援を予定しているため、初期セットアップに

係る一連の作業経費を計上されたいこと。 

なお、上記改修等に係る具体的な作業内容は、「オンライン資格確認等の

実施に伴う市町村自庁システムの改修内容に関する調査に係る報告様式の

変更等について」（令和元年８月 29 日付け事務連絡）及び同事務連絡に添

付の参考資料を参照されたい。 

 

（３）都道府県支出金  

   ア 保険給付費等交付金  

（ア）普通交付金 

保険給付費に要する費用の額を計上されたい。医療給付費の給付に要す

る額の積算に当たっては、市町村の過去の実績や被保険者数の動向等を踏ま

えて、さらに最近における医療費の動向や特殊事情の有無等も考慮したうえ 

で、都道府県と調整したうえで、適正な額を計上されたい。 

また、都道府県が保険給付費等交付金（普通交付金）の対象費用に、葬祭

費、出産育児一時金、保健事業費等を含めている場合には、これらの費用の

積算に当たっても、過去の実績等を踏まえて、適正な額を計上されたい。 

  

(イ) 特別交付金 

保険給付費等交付金（特別交付金）について、以下の事項について適正な

額を計上されたい。 

① 国民健康保険保険者努力支援交付金  

国民健康保険保険者努力支援交付金（市町村分）については、都道府県が

示す額を予算計上されたい。 

 

②  特別調整交付金（市町村分）  

   ア） 保険料に関わるもの 

当該市町村の事業の実施状況等を勘案して、過去の交付実績に基づく

額を計上されたい。 

ただし、国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令（

昭和 38 年厚生省令第 10 号）第６条第１項ヲの特別事情による財政負担増

等の理由による交付については、財政支援を予定しているものを計上する

こととするが、正式には、令和２年 10 月を目途に通知する「令和２年度特別

調整交付金（その他特別の事情がある場合）の交付基準等について」（仮）
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において示されることになるので、十分留意のうえ計上されたい。 

なお、20 歳未満の被保険者数に着目した財政支援については、各都道

府県において、市町村の過去の交付実績及び子ども被保険者数に着目し

た市町村への再配分を行うことを基本としているため、特別交付金として収

入計上する場合には、都道府県と調整のうえで、適正な額を計上されたい。 

 

イ） 保険料の算定に関わらないもの  

今般示す交付事由の分類表において、確定係数通知の別紙 3-1 の区分

を③とした交付基準のうち、平成 30 年度以降も継続が予定されている交付

基準（事務費等の一般財源を充当している交付基準）について、適正な額

を計上されたい。 

 

国民健康保険事務の効率的な執行と更なる事務の標準化・広域化等を

図るため、令和３年度から市町村事務処理標準システムを導入する場合に

は、「国保保険者標準事務処理システムに係る全国説明会（平成 29 年 11

月 27 日に開催）」の資料等に記載の改修等及び費用（以下「市町村標準シ

ステム導入費用」という。）が必要となる。 

 

～市町村標準システム導入費用～ 

①導入を任意としている「保険給付業務」「保険料（税）収納業務」の機

能を導入しない場合等における外付けシステムの開発・改修費用 

②市町村事務処理標準システムとの円滑な連携を確保するための住民

基本台帳や住民税等の基幹系電算処理システムの改修費用 

③データ移行、運用設計（バックアップ設計や実行スケジュール等）、運

用設定（パラメータ設定等）及び運用試験・システム切替に要する費

用 

④ＰＣやサーバ等の機器調達費用、機器のセットアップ等の導入作業

費用 

 

市町村標準システム導入費用に係る財政支援については、以下の費用を

計上されたい。 

・ 市町村標準システム導入費用の①～③ 

・ 市町村標準システム導入費用の④については、ＤＢサーバも仮想化した

クラウド構成（平成 28 年 8 月 24 日公開の「市町村事務処理標準システム

に係るクラウド化について」16 頁で示している構成をいう。）で共同利用する

場合に限り、以下の初期費用等の一部 
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（対象経費） 

クラウド構成（ＤＢサーバも仮想化構成）で共同利用する場合における

以下の費用の合計の２分の１ 

・共同利用する DB サーバ及び Web/AP、バッチ、プリンタサーバの機

器に係る初期費用（初年度の利用料に含まれる費用） 

・ミドルウェア費用 

・データセンタまでのネットワーク工事費用 

 

・ なお、これらの財政支援に関しては、「市町村事務処理標準システムの導

入準備に係る令和元年度特別調整交付金による財政支援について」（令

和元年 10 月１日事務連絡）及び同事務連絡に添付の参考資料を参照さ

れたい。 

 

ウ） 国民健康保険直営診療施設の施設・設備整備を計画している市町村に

あっては、従来の補助対象相当額を見込んだ額を計上されたい。 

 

③ 都道府県繰入金  

都道府県繰入金（２号分）の額については、都道府県と調整した額を計上さ

れたい。 

④ 特定健康診査等負担金  

特定健康診査等負担金（特定健康診査及び特定保健指導に要する費用とし

て各市町村が国の示した単価等に基づき推計した額の総額の３分の２相当分）

については、適切な額を見込んで計上されたい。 

 

（４） 財政安定化基金交付金  

市町村において災害等のやむを得ない事情により収納不足が生じて都道府県

から指定された国民健康保険険事業費納付金額が支出できない場合、財政安定

化基金から交付を受ける額について計上されたい。なお、交付金の補填につい

ては、交付額の１／３相当額について、当該市町村が補填することを基本とし、交

付の翌々年度に拠出を行うことについて留意する。 

 

（５） 繰入金  

ア 一般会計繰入金 

（ア）保険基盤安定繰入金として、以下に掲げる額を計上されたい。 

① 保険料（税）軽減分として、低所得者に係る令和２年度の基礎賦課分、後
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期高齢者支援金分及び介護納付金分の保険料（税）軽減相当額を基準と

して算定した額。 

 

② 保険者支援分として、令和２年度の基礎賦課分、後期高齢者支援金分及

び介護納付金分の保険料（税）軽減世帯に属する一般被保険者数に応じ

た保険料（税）の一定割合相当額を基準として算定した額。 

 

(イ) 事務費について国保特会で経理する場合は、当該経費相当分を一般会計

からの繰入金として計上されたい。 

 

 (ウ) 出産育児一時金に係る一般会計の繰入金については、出産育児一時金の

額の２／３に出産見込み件数を乗じて算出した額を計上されたい。 

 

(エ) 国民健康保険財政安定化支援事業に係る地方財政措置については、現行

の規模で令和２年度も継続するので、国保財政安定化支援事業に係る一般会

計から国民健康保険事業特別会計への繰出しについて（平成 29 年 10 月６日

付け保国発 1006 第１号厚生労働省保険局国民健康保険課長通知）のとおり、

当該措置の趣旨を踏まえた所要額を一般会計からの繰入金として計上された

い（市町村に対する地方財政措置 1,000 億円）。 

 

 イ 基金繰入金   

市町村における保険給付費の増加リスク及び保険料収納不足リスクについて

は、財政安定化基金の設置に伴い解消される予定であるが、年度間における保

険料負担の平準化を図る場合は、市町村が独自の基金（条例の定めるところに

より、特定の目的のために財産を取得し、又は資金を積み立てるための基金）を

活用することでも対応されたい。 

 

（６）諸収入 

一般（退職）被保険者第三者納付金  

第三者求償を行うことにより、見込まれる収入額等を計上されたい。 

 

（７）市町村債  

市町村は、都道府県から財政安定化基金の借り入れを受ける場合、当該借り入

れは地方自治法第 230 条で定める地方債に該当するため、市町村債として市町

村は借り入れに必要な額を計上すること。ただし、当初予算では見込めないため、

必要に応じ、補正予算で対応すること。 



 

２ 歳出に関する事項 

（１） 総務費  

ア 一般管理費 

（ア）人件費  

特別会計は、一般会計とは別個に措置される独立した経理上の組織体であ

るため、人件費を国保特会で経理する場合には、国民健康保険に従事する

職員のうち他の事務を兼ねている職員について、国民健康保険事務に従事

した日数等を的確に把握し、日数割合等により算出することによって、国保特

会に計上されたい。 

 

   （イ） 委託費 

     ① 普通交付金に係る収納事務委託  

  交付金等省令第２条第２項の定めにより、国保連合会又は支払基金に対

し普通交付金の収納事務委託を行う場合は、当該事務委託に要する費用

を国保連合会と協議のうえ、必要額を計上されたい。 

 

② 市町村事務処理標準システム導入経費  

市町村事務処理標準システムを導入する場合には、第３の１（３）ア（イ）②

イ）の記載を参照のうえ、「市町村標準システム導入費用」を計上されたい。 

 

③ 不正利得回収に係る事務委託 

都道府県へ不正利得の回収に係る事務を委託する場合は、当該事務委

託に要する費用を都道府県と協議のうえ、必要額を計上されたい。なお、不

正利得事案は突発的に発生することから、事前に予算計上することが困難な

場合は、必要に応じて補正予算で対応されたい。 

 

④ オンライン資格確認に対応するための自庁システムの改修経費 

第３の１（２）イの記載を参照のうえ、必要な経費を計上されたい。 

 

⑤ 応益割に係る旧被扶養者減免の減免期間の見直しに伴うシステム改修経

費     

「応益割に係る旧被扶養者減免の減免期間の見直しについて」（平成 30

年 12 月 12 日付け厚生労働省保険局国民健康保険課事務連絡）のとおり、

当該見直しに伴うシステム改修経費に要した費用については、国の予算の範

囲内において補助することを見込んでいるため、必要な費用を計上されたい。 

 



 

イ 賦課徴収費 

保険料（税）の収入の確保は、制度運営の基本となるものであるため、嘱託徴

収員の確保等、市町村の実情に応じた積極的な収納対策を講ずることとし、その

対策に係る費用を計上されたい。 

 

（２）保険給付費  

医療給付費の納付に要する額の積算に当たっては、これらの過去の実績や被

保険者数の動向等を踏まえて、さらに最近における医療費の動向や特殊事情

の有無等も考慮したうえで、適正な額を計上されたい。 

その際、歳出に必要な資金は、都道府県から基本的に保険給付費等交付金と

して交付されるため、予算編成に当たっては、都道府県の特別会計予算と調和

を図られたい。 

地方単独事業として現物給付により一部負担金の割合を減じる措置を実施し

ている市町村にあっては、それらの措置の実施対象被保険者に係る療養の給

付費を他の被保険者に係るものと区分して把握し、これに次の区分による調整

率を乗じて、当該療養の給付費に係る国庫負担金を算出し、都道府県と共有さ

れたい。 

 

 

これによる国庫負担金の減額相当分については、所要の財源措置を講じられ

たい。 

 

（３） 国民健康保険事業費納付金  

都道府県に納める国民健康保険事業費納付金については、都道府県から示

区  分 

費用の額

の 3/10 に

相当する

額 

費用の額

の 2.5/10

に相当す

る額 

費用の額

の 2/10 に

相当する

額 

費用の額

の 1.5/10

に相当す

る額 

費用の額

の 1/10 に

相当する

額 

費用の額

の 0.5/10

に相当す

る額 

0 

6 歳～69 歳 

(７割給付) 
1.0000 0.9931 0.9794 0.9441 0.9153 0.8790 0.8427 

70 歳以上 

(７割給付) 
1.0000 0.9930 0.9717 0.9501 0.9209 0.8915 0.8548 

70 歳以上 

(８割給付) 
－ － 1.0000 0.9779 0.9480 0.9180 0.8804 



 

される額に基づき、医療分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分にそれぞれ

区分して計上されたい。なお、退職被保険者に係る医療分、後期高齢者支援金

等分については、都道府県の示す市町村標準保険料率に基づき、納付金見込

み額を算出されたい。 

 

（４） 共同事業拠出金  

退職者医療制度の対象者の把握に資するため、各国保連合会宛に送付される

年金受給者一覧表に係る費用について計上されたい。 

 

（５） 財政安定化基金拠出金  

  市町村において収納不足が生じて都道府県から指定された国民健康保険事業

費納付金額が支出できない場合、財政安定化基金から貸付又は交付を受けるこ

ととなる。平成 30 年度において交付を受けた市町村がある場合には、交付を受け

た翌々年度に交付額の１／３相当額について計上されたい。（令和 2 年度以降） 

 

（６） 保健事業費  

保険者努力支援制度において、医療費適正化への取組等を通じて保険者機

能を強化する観点から、保険者として予防・健康づくりや医療費の適正化等の努

力を行う保険者に対し交付金が交付される。 

特に保健事業費は、健診や保健指導、医療費適正化対策等を実施することに

より、被保険者の健康の保持増進及び生活の質の向上並びに財政運営の健全

化に資する重要な事業経費であることから、以下により必要な費用を計上された

い。 

 

ア 高齢者の医療の確保に関する法律第 20 条及び第 24 条により実施が義務付

けられている特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健診等」という。）に

ついては、その実施率の向上が大きな課題であることに鑑み、より効果の上がる

取組を進めるため、実施率が低い要因を把握しながら、地域の実情に応じた工

夫を図りつつ実施に要する経費を計上されたい。 

また、地域の医師会等や民間事業者とも連携しつつ、特定健診等を地域の

課題に即して効果的・効率的に実施するための環境づくりや取組の推進に必

要な費用を計上されたい。 

なお、特定健診受診券作成業務委託等の「特定健康診査・特定保健指導の

円滑な実施に向けた手引き」に記載の費用は、事業費として保険料を財源とし

必要な費用を計上されたい。 

 



 

イ  医療費適正化対策については、連携会議における都道府県内の議論も踏

まえつつ、国保連合会等に委託することを含め、レセプト点検の強化、医療費

通知の実施、第三者求償事務の充実、医療機関における適正受診の普及啓

発、柔道整復療養費の適正化への取組、後発医薬品（ジェネリック医薬品）希

望カードの作成や後発医薬品を利用した場合の自己負担軽減額の通知など

の対策を実施するために必要な経費を計上されたい。 

特に、第三者求償事務については、交通事故に限らず第三者行為による被

害の把握、世帯主等による被害届の届出義務等に関する周知・広報、世帯主

等による被害届の作成等の援助に関する損害保険関係団体との覚書の活用、

ＰＤＣＡサイクルの確立による求償事務の継続的な改善・強化など、第三者へ

の直接求償も含め第三者求償事務の取組強化に積極的に取り組むとともに、

必要な費用を計上されたい。 

 

ウ  生活習慣病の重症化予防については、効果的かつ効率的に取組を推進す

るため、関係団体や都道府県と連携し、民間事業者の活用も図りつつ、事業を

展開していくことが期待されている。このため、日本健康会議の宣言２に係る達

成基準として掲げられている各要件や、国レベルでの糖尿病性腎症重症化予

防プログラム（平成 28 年 4 月策定。平成 31 年 4 月改定）、重症化予防ワー  

キンググループとりまとめ「糖尿病性腎症重症化予防の更なる展開に向けて」（

平成 29 年 7 月公表）を踏まえ、多角的な連携体制の構築や効果的な事業を

推進するために必要な費用を計上されたい。 

 

エ  データヘルス計画は、保険者が効率的かつ効果的な保健事業の実施を図る

ため、特定健診等の結果、レセプトデータ等の健康・医療情報を活用して、

PDCA サイクルに沿って運用するものである。また、本計画は、「国民健康保険

法に基づく保健事業の実施等に関する指針」（平成 16 年厚生労働省告示第

307 号）の定めるところにより、市町村において策定が事実上義務付けられてい

る。 

これらを踏まえ、未策定の市町村は、確実に策定することとし、必要な費用

を計上されたい。また、策定済みの市町村は、「保健事業の実施計画（データ

ヘルス計画）策定の手引きについて」（平成 29 年９月８日付け厚生労働省保

険局国民健康保険課・高齢者医療課事務連絡）に基づき、データヘルス計画

に基づく保健事業の実施、実施内容に係る評価、評価に基づく事業の改善等

が適切に行われるよう随時取り組むとともに、必要な費用を計上されたい。  

 

オ  地域包括ケアの取組については、地域のネットワークへの国保部局の参画、



 

個々の国保被保険者に対する保健活動・保健事業の実施状況について地域

の医療・介護・保健・福祉サービス関係者との情報共有の仕組みづくり、国保

直診施設を拠点とした地域包括ケアの推進に向けた取組など、国民健康保険

の立場から地域包括ケアの推進に資する具体的な取組を検討し、実施に必要

な費用を計上されたい。  

 

カ  高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施については、後期高齢者医療

制度の保健事業と介護保険の地域支援事業と一体的に実施するよう努めると

ともに、必要な費用を計上されたい。 

 

キ  国民健康保険直営診療施設と連携した国民健康保険総合保健施設の整備

及び保健事業部門の運営に係る事業を実施する保険者は、当該事業に要す

る経費を計上するとともに他の保健事業費と紛れることのないように管理された

い。 

 

（７） 基金積立金  

市町村で独自の基金を保有する場合、その積立額は、決算上剰余金を生じた

場合において、地方財政法第７条の規定による地方債の償還財源に充当すべき

ものを控除した額の範囲内において、保険者の規模等に応じて安定的かつ十分

な基金を積み立てられたい。 

 

（８） 公債費  

平成 29 年度で終了した広域化等支援基金について、令和２年度以降に償還

金の残額がある場合はそれを計上されたい。 

また、都道府県から財政安定基金の借入れを行った場合は、当該借入に係る

償還金について計上されたい。（令和２年度以降） 

 

（９） 諸支出金  

ア  保険給付費等交付金償還金  

保険給付費等交付金の額の実績報告額が概算交付額を下回る場合、翌年

度に余剰分として返還する額について計上されたい。 

 

イ  直営診療施設勘定繰出金  

直営診療施設繰出金については、特別交付金で交付される診療施設の施設

・設備整備の補助及び運営費の補助相当額を一度事業勘定に受け入れた上、

同額を直営診療施設勘定に繰り出すための予算措置が必要となるので留意さ



 

れたい。 

 

（10）予備費  

保険給付費の増加に伴う予算上の措置は不要であり、保険料収納不足が生じ

た場合、財政安定化基金の活用が見込まれるため、予備費の計上は必要最小限

の規模の計上とされたい。また、市町村の財政調整基金により財源を確保できる

見通しがある場合には、予備費を計上しないことを基本とする。 

 

３ 赤字保険者に関する事項 

  赤字削減・解消の取り組みについては、「国民健康保険保険者の赤字削減・解消

計画の策定等について（通知）」（平成 30 年１月 29 日付け保国発 0129 第２号厚生

労働省保険局国民健康保険課長通知）により取り扱われたい。  

 



 第４ 市町村における国民健康保険特別会計直営診療施設勘定の予算編成の留意事項 

 

第４ 市町村における国民健康保険特別会計直営診療施設勘定の予算編成の留意

事項  

                                       

１ 直営診療施設勘定の予算編成に当たっては、施設管理者と施設の運営方針、

設備の整備その他必要な事項について十分協議されたい。 

 

２ 歳入額は、次の事項に留意し、確実に収入として見込まれる額を計上された

い。 

 

（１） 診療収入は、過去の実績に基づき適正な額を計上されたい。 

 

（２） へき地診療所の赤字額に対する運営費補助（特別交付金）については、前年

に国から交付された実績等を勘案して事業勘定からの受入れ予定額を計上され

たい。 

 

（３） 特別交付金の補助対象となる施設・設備整備を計画しているところにあっては、

事業勘定からの受入れ予定額を計上されたい。 

 


